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平成 23 年 3 月 3 日 

 

 

企業会計基準委員会 御中 

 

ミサワホーム株式会社 

財務経理部部長 

在 川 秀一 

 

論点整理「リース会計に関する論点の整理」に対するコメント 

 

 

平成 22 年 12 月 27 日付論点整理「リース会計に関する論点の整理」について、下記

の通り申し述べます。 

 

当社でのリースの取扱は、一般的なオフィス関連機器や、営業用車両、展示場のモデ

ルハウス、生産工場の機械装置等のリース契約があります。 

 

さて、国際会計基準を巡る昨今の動向は承知しているところではありますが、会計処

理の大きな変化が短期間に再び生じることについては、懸念があると考えています。

国内のリース会計基準は平成 20 年に改正されたばかりで、仮にこの数年内に再度改

訂があるとすれば、対応のためのコスト等を考えますと、企業への負担感は相応に大

きいものと考えます。 

 

次にリース会計論点整理の内容についてですが、論点整理は全体的に複雑で見積も

りの要素が多いと思われます。たとえば使用権モデルの採用は全てのリース取引の

契約期間を何らかの形で見積ることが要求されることになり、多数のリース契約

を有している会社では実務での負担は大きくなり、対応は不可能と考えます。 
短期または少額リースは従来通り、賃貸借処理とするのが重要性の観点でも望ましい

と言えます。またオペーレーティングリースについての取り扱いも同様と考えます。 

 

日本では、所謂 J-SOX が上場会社に強制されており、この対応も同時期に行うことと

なりますと、会計は明確・簡便な形で基準化するのが肝要と考えます。 

論点整理においても、より慎重に実務に則した考察の上で進めて頂くようお願いしま

す。 

以 上 


